
◆ 都内の居住支援協議会は、令和６年度に港区、荒川区、三鷹市で、令和７年度に小平市で設立され、現在２２区１４市で
設立済みとなっている。また、今年度はさらに１市で設立予定である。

◆ 「設立予定なし」の理由は、「マンパワーが不足している」との回答が最も多く、「住宅確保要配慮者の住宅問題が顕在化
していない」、「居住支援協議会がなくても住宅確保要配慮者の入居支援が図られている」と続いている。

◆ 東京都居住支援協議会に期待する役割として、 「先進的な都内区市町村の居住支援協議会の活動事例の調査・情報提
供」が最も多く、「居住支援団体等の居住支援・生活支援の取組に関する情報提供」、 「居住支援協議会や住宅確保要
配慮者向けの国交省の制度・施策の情報提供」 と続いている。

居住支援協議会の設立予定等 設立予定時期

設立予定がない理由（複数回答可）

協議会設立済
36

（22区14市）

協議会の設立について、具体的に検討中
2

（2市）

協議会に関心があり、設立に向けた検討を行っている
5

（1区4市）

現時点で協議会設立の予定なし
19

（19市町村）

令和７年度 1

令和８年度 0

令和９年度以降 0

未定 6

居住支援協議会に関する区市町村の意向 資料６

（資料）住宅政策本部調べ（令和７年5月）

東京都居住支援協議会に期待する役割（複数回答可）
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1.協議会がどのようなものか理解できない

2.住宅確保要配慮者の住宅問題が顕在化していない

3.マンパワーが不足している

4.財源が不足している

5.住宅部門での理解が得られない

6.福祉部門での理解が得られない

7.不動産関係団体の理解が得られない

8.居住支援団体の理解が得られない

9.居住支援協議会がなくても住宅確保要配慮者の入居支援が図られている

10.居住支援協議会がなくても住宅・福祉・不動産関係団体等の連携が図られている

11.地域にどのような居住支援団体やNPO等があるかわからない

12.その他
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